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Unisrv 電力 CIS サービス利用規約 
 
 
 
第１条 （本利用規約の適用） 
この利用規約（以下「本規約」といいます）は、ユニファイド・サービス株式会社（以下「サービス提供者」といいます）が提供する 
電力小売事業者向けカスタマーインフォーメーションシステムサービス（理由の如何を問わずサービスの名称又は内容が変更された場合
は、当該変更後のサービスを含み、以下「Unisrv電力 CIS」もしくは「本サービス」といいます）の利用について、サービス提供者と本
サービスの利用者（以下「ユーザー」といいます）間の条件を定めるものです。本規約の諸規定に従った本サービスの利用にかかる契約
（以下「利用契約」といいます）は、ユーザーが本サービスの契約書もしくは注文書、もしくはそれに類する書面（電子書面を含む、以下
「契約書面」といいます) を提出し、サービス提供者がその内容を承諾した事実をもって成立します。利用契約の成立と同時に、ユーザー
は本規約に従うことに同意したものとします。 
サービス提供者は、本規約の内容を変更することがあります。本規約を変更する場合、変更の内容及び効力発生時期を明示し、その効力発
生日の相当期間前までに、ユーザーへ周知するものとします。なお、当該変更後の本規約を当社がユーザーに通知した後に、ユーザーが本
サービスを利用したときは、ユーザーは当該変更後の本規約に同意したものとみなします。 
 
第２条 （サービス提供者の提供するサービス） 
サービス提供者は、電力小売事業者向けに Unisrv電力 CISの標準サービスとその関連サービスを提供します。標準サービスで提供してい
ないユーザー固有の機能要件が発生した場合、その機能追加のためにユーザーとサービス提供者で内容を協議し、実現可否を確認した上
で、別途有償にて個別契約を締結するものとします。 
 
第 3 条 （本サービスの利用料金） 
本サービスの利用料金は、ユーザーがサービス提供者（もしくはそのビジネスパートナー）へ提出した契約書面に記入した課金開始月から
課金され、以降解約月まで課金されます（尚、本条における開始月とは第 6 条のクラウドサービスライセンスの利用開始日とは異なりま
す）。 
課金単位は、課金対象月の月末日における、システムに登録された供給開始中契約の地点数（以下、契約地点数といいます）を基準とし、
契約地点数に応じて契約書面に定められた料金表に従い課金します。 
サービス提供者は、物価の変動、経済情勢の変化、関連するコストの増加等の理由により、料金表が不相当となった場合、ユーザーに対し
料金改定の協議を申し入れることができるものとします。協議の結果、改定に合意した場合は、改定後の料金は合意日以降の次回請求分よ
り適用されるものとします。 
なお、協議が整わない場合には、契約の継続について別途協議するものとし、サービス提供者は契約の更新を拒否することができるものと
します。 
ユーザーが本規約に違反した場合、ユーザーは、サービス提供者に対して負っている債務の一切について当然に期限の利益を失い、直ちに
サービス提供者に対して全ての債務の支払を行わなければなりません。 
 
第 4 条 （支払方法） 
ユーザーは、サービス提供者（もしくはそのビジネスパートナー）から発行される請求書にもとづき、契約地点数に応じた月ごとの利用料
金を課金月月末締め、翌月末営業日迄に指定銀行へ支払うことを原則とします。 
 
第 5 条 （未払いと停止） 
サービス提供者は、ユーザーから支払期限内に支払いがされない場合（銀行口座振替ができない場合を含む）、ユーザーの本サービスへの
アクセスを停止または中止し、本規約を解約する権限を有します。 
サービス提供者はユーザーからの請求に基づき、本サービスの利用停止を行った後、再契約を結ぶ権利を有します。サービス利用料の未払
いは、遅延負担金としてサービス利用料の年間 14.6%の利息を加算してお支払いただきます。 
 
第 6 条 （本サービスの利用に必要クラウドサービスライセンス） 
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本サービスは、本サービスの稼働に必要ないくつかのクラウドサービス（以下「クラウドサービス」といいます) とともに提供します。 
クラウドサービスは、Salesforce プラットフォームや Platform as a Service 上のアプリケーションサービス、インフラストラクチャサービ
スおよびストレージサービスを含みますが、これに限りません。ユーザーは本サービスの設定・構築、機能開発および本サービス利用の全
ての期間において、本サービスの利用契約とは別に、本サービスの利用に必要なクラウドサービスライセンスを事前に契約しておく必要が
あります。本サービスの利用に必要なクラウドサービスライセンスの利用開始日、利用期間、数量、支払期日等の契約条件は、サービス提
供者とユーザーの間で協議しこれを決定するものとします（尚、クラウドサービスライセンスの利用開始日は第 3 条の本サービスの開始
月とは異なります）。 
ユーザーは上記サービス提供者と決定した契約条件に基づく契約書面をサービス提供者へ提出し、契約書面に明記されたクラウドサービス
の利用規約を遵守する事に同意するものとします。尚、クラウドサービスの利用開始後、本サービスの利用に必要なクラウドサービスライ
センス数が不足した場合、ユーザーは不足するライセンス数を追加で契約する必要があります（これには本サービスのデータストレージ容
量が不足し、追加でデータストレージライセンスが必要となった場合も含まれます）。 
 
第 7 条 （本サービスの利用期間） 
本サービスの利用期間は、課金開始月より 36 か月間となります。ユーザーは、利用期間内に解約した場合、36 か月からこれまでの利用期
間を差し引いた残存期間のサービス利用料金を支払うことに同意するものとします。この場合の課金対象数は解約月前月末日における契約
地点数の総数を基準とします。 
 
第 8 条 （本サービスの自動更新及び解約） 
ユーザーより利用期間満了日の 3 か月前までに書面による解約の意思表示がなされない場合、本サービスの利用は 12 か月間自動更新され
るものとし、以降も同様とします。尚、自動更新後の 12か月間の利用期間中に解約する場合、ユーザーは 12 か月からこれまでの利用期
間を差し引いた残存期間のサービス利用料金を支払うことに同意するものとします。 
尚、サービス提供者は、解約日以降は、ユーザーのアカウント内に保管されたデータを維持する義務を負わず、かかるデータをユーザーも
しくは第三者に転送する義務を一切負わないものとします。 
 
第 9 条 （ユーザーの責任） 
すべてのサービス利用においては、基本的にユーザーに責任があります。ユーザーは、パスワード/アカウントの無断使用、不正アクセ
ス、もしくはセキュリティ違反を発見した場合またはその疑いがある場合には、直ちにサービス提供者に連絡しなければなりません。ま
た、本サービスのコンテンツのコピーや頒布行為を発見した場合またはその疑いがある場合、ただちにそれらの行為を中止させるよう最善
を尽くさなければなりません。サービス提供者は、ユーザーの通信もしくはデータへの無断アクセスもしくは改変、本サービスを介してや
り取りされたデータ、情報もしくは取引、または本規約の違反に基づく結果について、サービス提供者の故意又は重過失による場合を除
き、一切の責任を負いません。また、ユーザーは、本サービスの利用に関連して入力又は提供するデータ等について、必要な情報は自己の
責任で保全しておくものとします。かかるデータ等が滅失した場合に、サービス提供者は復元の義務を負うものではありません。 
 
第 10 条 （ユーザー情報およびデータ） 
サービス提供者は、ユーザーから本サービスが受信したいかなるデータ、情報またはマテリアル（以降「本データ」と呼称）も所有しませ
ん。サービス提供者は、本規約に定める場合を除き、ユーザーの事前の許可なく本データに関するいかなる情報も、監視、編集または開示
することはありません。尚、サービス提供者は、使用方法やユーザー・トラフィックのパターンのような統計上の情報を集合的な形式で分
析ないし、分析結果を第三者に提供することはありますが、かかる情報に個人を識別するような情報は含まれません。また、サービス提供
者は、サービス上または技術的な問題の解決のため、ユーザーの承認がある前提で本データにアクセスすることがあります。 
ユーザーが投入する、本データの正確性、品質、正当性、合法性、信頼性、適切性、著作権については、サービス提供者でなく、ユーザー
が全責任を負うものとします。サービス提供者は、ユーザーの責による本データの抹消、改変、破壊、損害、損失もしくは保存の失敗に関
して、サービス提供者の故意又は重過失による場合を除き、一切の責任ないし義務を負いません。 
 
第 11 条 （ユーザーアカウント） 
ユーザーアカウントは、本サービスにアクセスするために必要であり、本サービスに登録された権限を有するユーザーおよび代理店（卸、
販売店、取次店等）のみが、アクセスおよび使用を許可されます。 
本サービスに登録するにあたり、ユーザーは、本サービスを実際に使用する担当者個人および所属企業についてのサービス提供者が求める
現在の正確かつ完全情報を提出すること、および必要な場合には速やかに更新することに同意したことになります。サービス提供者は、提
出された情報が真実でない、不正確である、最新のものでない、あるいは不完全なものであるとの疑念がある場合は、本サービスの使用を
一時停止あるいは終了させることができます。ユーザーは、一つのユーザーアカウントを 2 人以上の個人に共有させたり、使用させたり
することはできません。ユーザーアカウントの新規担当者への譲渡は、前担当者がその活動を完全に中止し、本サービスにアクセス不可能
となった場合に限り、認められます。 
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第 12 条 （サービスの停止と終了） 
1. サービス提供者は、以下のいずれかに該当する場合には、その裁量により、本サービスの使用を停止、終了させ、本サービス内のデ

ータの削除および廃棄をすることがあります。 
(1) 本サービスに係るコンピュータシステムの点検又は保守作業を定期的又は緊急に行う場合 
(2) コンピュータ、通信回線等が事故により停止した場合 
(3) 火災、停電、天災地変などの不可抗力により本サービスの運営ができなくなった場合 
(4) ユーザーが本規約に従わない場合 
(5) その他、サービス提供者が合理的に必要と判断した場合 

2. サービス提供者は、本条に基づきサービス提供者が行った措置に基づきユーザーに生じた損害について、サービス提供者の故意又は
重過失による場合を除き、一切の責任を負いません。 

 
第 13 条 （財産権） 
サービス提供者が提供する本サービスおよびあらゆるコンテンツに関する権利、権限または利益は、ユーザーに付与されません。サービス
提供者は、本サービス（カスタマイズされたサービスを含む）またはコンテンツ（ストーリー、記事、テキスト、画像、その他のマルチメ
ディアデータを含む）に関する著作権やその他の知的財産権を含む全財産権を保持します。但し、ユーザーおよびエンドユーザーの投入し
たデータ、およびデータに派生して生成されたデータは除きます。 
 
第 14 条 （第三者との取引） 
ユーザーは、 本サービスを通じて商品／サービスを表示している広告主やスポンサーとの間で通信したり、かかる者から商品／サービス
を購入したり、そのプロモーション に参加される場合があります。そのような営業活動、またはそのような営業活動に関連する条項、条
件、保証、表明は、ユーザーと、当該第三者との間の関係にすぎません。サービス提供者は、ユーザーと第三者との間の通信・購入および
プロモーションに関して、サービス提供者の故意又は重過失による場合を除き、何らの義務または責任も負いません。 
 
 
第 15 条 （ユーザーの行為） 
ユーザーは、本サービスに関して、適用されるすべての法律、条約および規則に従うものとします。さらに、以下に述べる目的で本サービ
スを使用してはなりません。 
1. 広告、プロモーションマテリアル、ジャンクメール、スパム、不幸の手紙、ねずみ講（無限連鎖講）その他のあらゆる繰り返し送ら

れるメッセージや求められていないメッセージの依頼を受けず、または許諾を受けずに送ることに関し、本サービスの情報を利用す
ること 

2. 自社以外のユーザーやエンドユーザーに関するメールアドレスなどの情報またはデータを、当該ユーザーの同意なしに、取得、収
集、集積すること。 

3. 本サービスを使ってまたは本サービスに、違法、いやがらせ、中傷、悪用、攻撃、不法行為、名誉毀損、脅迫、悪意、プライバシー
の侵害、下品、猥褻またはあらゆる種類の不快な内容を送信すること、あるいは何らかの形で未成年者に有害な内容を送信および掲
示すること。 

4. 商標、著作権、パブリシティ権など第三者の知的財産権その他の権利を侵害する可能性のある内容を送信すること。 
5. ソフトウェアウイルス、トロイの木馬、ワーム、時限爆弾、キャンセルボット、スパイウエアなど悪影響を及ぼすまたは有害なコン

ピュータ・コード、ファイルもしくはプログラムを送信すること。 
6. 本サービスに接続されているサーバーやネットワークを混乱させ、妨害すること、または本サービスで利用しているクラウドサービ

スの規則、ポリシー、手続きに違反すること。 
7. パスワード・マイニングその他の手段により、本サービス、他人のアカウントもしくはコンピュータシステム、または本サービスに

接続しているネットワークへ未承認アクセスを試みること。 
8. 本サービスのプログラムソースコード等をサービス提供者に無断で改修すること、またはプログラムをリバースエンジニアリング等

で分析、再生すること。 
9. 本サービスのプログラムソースコード等を第三者に引き渡す、またはサービス提供者に無断で別のシステム等で利用すること。 
 
第 16 条 （契約の継承） 
1. ユーザーは、本サービスの利用契約の成立後、その権利と義務を第三者へ継承することは原則できません。但し、サービス提供者へ

事業継承の申入れを行い合意し、覚書を締結した場合に限り、本サービスの利用契約の権利と義務を第三者に継承することができま
す。この場合、本規約の内容は継続して遵守されるものとします。 

2. サービス提供者は本サービスにかかる事業を第三者に譲渡（事業譲渡、会社分割その他態様の如何を問わないものとします）した場
合には、当該譲渡に伴い利用契約上の地位、本規約に基づく権利及び義務並びにユーザーの情報その他の顧客情報を当該譲渡の譲受
人に譲渡することができるものとし、ユーザーは、かかる譲渡につき本項において予め同意したものとします。 
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第 17 条 （許諾範囲） 
サービス提供者は、本サービスの利用にあたり、本サービスに含まれるオーディオ・ビジュアル情報、ドキュメント、製品、ソフトウェア
（以下「本コンテンツ」といいます）を、社内業務目的のみに使用し表示する、非独占的、譲渡不能な権利を許諾するものです。社外提供
目的に使用する場合は、サービス提供者への事前申し入れ、かつサービス提供者との業務提携契約もしくは販売代理店契約の締結が必要で
す。本規約により明確に許諾されたもの以外のすべての権利は、サービス提供者に留保されています。 
 
第 18 条 （許諾範囲を超える利用の制限） 
本コンテンツの保管、操作、分析、再フォーマット、印刷および表示は、ユーザー社内使用およびあらかじめ許諾されている一部ユーザー
のためにのみ許可されており、本サービスの再販および承認範囲をこえる使用は、明示的に禁止されています。ユーザーは、本コンテンツ
を複製し、または第三者にライセンス許諾、販売、移転、利用可能化、頒布および譲渡してはなりません。さらに、ユーザーは、インター
ネット上に本サービスへの「リンク」をはること、他のサーバーその他のインターネットベースの機器上で本サービスからアクセス可能な
コンテンツを「フレーム」することおよび「ミラー」することも禁止されています。但し、ユーザーがサービス提供者の許諾を書面で得て
いる場合を除きます。 
 
第 19 条 （補償） 
ユーザーは、ユーザーによる本サービス（本コンテンツを含む）の誤った使用もしくはユーザーの本規約違反により、またはこれと関連し
て発生する請求、費用、損害、損失、義務、出費（弁護士費用を含む）について、サービス提供者の故意又は重過失による場合を除き、サ
ービス提供者ならびにその親会社、子会社、関連会社、役員、取締役、従業員、代理人およびエージェントに補償を求めず、また損害を生
じさせません。 
 
第 20 条 （責任および責任の限定） 
サービス提供者は、本規約の各条項に従って制限された限度においてのみ、本サービスについての責任を負うものとします。アプリケーシ
ョンのデグレ―ションや重大な不具合による障害に起因する損害賠償請求が発生した場合、その他サービス提供者の責に帰すべき事由によ
ってユーザーに損害が生じた場合、サービス提供者の責任は、当該請求の原因をサービス提供者が認識した前月１か月間にユーザーが実際
にサービス提供者（もしくはそのビジネスパートナー）に支払った本サービスの利用料金の金額を上限とします。なお、同一の原因による
損害が複数生じ、又は複数の期間に生じた場合であっても、かかる損害についてサービス提供者が負担する賠償責任の合計額は、当該 1
か月間にユーザーが実際に支払った本サービスの利用料金を上限とします。但し、サービス提供者は、下記に述べる損害の可能性を事前に
知らされていた場合であっても、いかなる者に対しても、本サービスからまたは本サービスに関連して発生する通常かつ直接の損害以外の
一切の責任を負いません。 
 
1. 特別損害及び間接的損害（料金計算結果の差異における損害を含む） 
2. 懲罰的損害、データ滅失、付随的損害、結果的損害その他のあらゆる種類の損害 
  （データ、売上、利益、利用その他の経済的便宜を得られなかったことを含む） 
 
また、損害賠償の程度は、障害が発生した事後にサービス提供者とユーザーとの協議をもって合意するものとします。サービス提供者の故
意・重過失に基づいて損害が発生した場合には本条の責任制限の適用を受けないものとします。本サービスで利用するクラウドサービスに
起因する障害については、各クラウドサービスのサービス約款もしくはサービス規約等に基づき対応し、サービス提供者は直接、間接を問
わず、一切の責任を負いません。但し、サービス提供者は、ユーザーに対して、本サービスが復旧するために最大限の支援の努力を行いま
す。本サービスの利用に関し、第三者からユーザーに対して知的財産に関わる請求・クレーム等がなされた場合には、サービス提供者にお
いてその費用と責任をもって、当該請求・クレーム等の対処を行います。 
 
第 21 条 （サービス提供者の権利） 
サービス提供者は、本サービス各画面への権利表記、各種告知、ロゴ表記、広告掲載などの占有的な使用についての権利を留保します。 
 
第 22 条 （インターネット遅延） 
インターネットは、インターネットの利用度や電子取引等のデータ通信量などにより、制限されたり、遅れたりすることがあります。サー
ビス提供者は遅延や遅延によるデータ損失等について、サービス提供者の故意又は重過失による場合を除き、責任を負いません。 
 
第 23 条 （本サービスの休止） 
サービス提供者は、定時に又は必要に応じて、保守作業又はやむを得ない事由のために、事前にユーザーに対する通知の上、本サービスを
一時的に休止することができるものとします。ただし、緊急の場合には、事前の通知を要せず本サービスを休止し、事後速やかにユーザー
に通知するものとします。サービス提供者は、かかる本サービスの休止によってユーザーに生じた損害について、サービス提供者の故意又
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は重過失による場合を除き、責任を負いません。 
 
第 24 条 （本サービスの廃止） 
サービス提供者は、3 か月前にユーザーに通知の上、本サービスの一部又は全部を廃止する権利を有します。ただし、サービス提供者が予
期し得ない事由又は法令・規則の制定・改廃若しくは天災等のやむを得ない事由により 3 か月以上前の通知が不可能な場合は、可能な限
り速やかに通知を行うものとします。サービス提供者は、本条に基づく本サービスの廃止の結果ユーザーに生じた損害について、サービス
提供者の故意又は重過失による場合を除き、責任を負いません。 
 
第 25 条 （現地の法律および輸出管理） 
サービス提供者は、日本国内において本サービスの管理および運営を行っており、日本国輸出規制および管理法に服しています。サービス
提供者は、本サービスが他地域で使用可能であることまたはかかる使用が適切であることを保証しません。本サービスを日本国以外から利
用する場合、適用されるあらゆる法律（他国の輸出入規制を含む）を遵守することは、ユーザーの責任となります。日本国法に違反する本
コンテンツ及び本サービスの流用は禁じられています。本コンテンツ及び本サービスを利用することで得られるいかなる情報も、直接的、
間接的にかかわらず、輸出禁止措置の対象国やそれらの国の人々のために取得されてはならず、これらに向けて出荷、移転または再輸出さ
れてはなりません。また、日本国政府により特別に認可された場合を除き、核に関連する諸活動、生物化学兵器またミサイル計画に使用し
てはなりません。ユーザーは、すべての日本国輸出規制および管理法に従うものとし、また必要な輸出および再輸出に関するライセンスを
取得する責任を負うものとします。 
 
第 26 条 （システム全般に係わる制限） 
1. データ経路の非完全性 

本サービスは、インターネットを介したパブリッククラウドを基盤に構成されています。 
途中の経路で障害が発生する場合は、本サービスが停止する可能性がゼロではありませんので、完全性は保証されません。 

2. クラウド基盤のバージョンアップ 
本サービスで利用するクラウドサービスにおいては利用者の利益を向上させる目的で、定期的にバージョンアップが実施されます。 
バージョンアップの内容によっては、サービス提供者のアプリケーションを改修する必要が生じる場合があります。この場合、ユー 
ザーが有償負担での改修が必要となる場合があります。 
 

3.  本サービスの完全性の保証 
   本サービスを構成する要素であるアプリケーション群は、多様なプログラムの集合体であり、各々の要素の事情により個別に改良が加 

えられる可能性があるため、永続的に正常に稼働する完全性は保証されません。また、本サービスは、ユーザーの利益を最大化するべ 
く、サービス全体の価値向上を目的として逐次改良が加えられる場合があります。 

4. ユーザーおよび第三者の設定・カスタマイズによる制限 
ユーザーもしくはユーザーが指定した第三者が、サービス提供者の承認を得ずに、本サービスの環境を任意に設定変更した場合は、
サービス提供者は、その結果に対しての一切の責任を負いません。 

5. サードパーティアプリケーションの導入 
ユーザーもしくはユーザーが指定した第三者が、サードパーティアプリケーションを任意に追加・変更した場合は、サービス提供者
は、その結果に対しての一切の責任を負いません。 

6. ユーザーデータのバックアップ 
本サービスのデータストレージは冗長化構成を取っており、ハードウェア障害によるデータ損壊および消失を回避しています。ただ
し、サービス提供者は、本サービスの利用において発生するユーザー固有のデータに対してのバックアップは行っておりません 

 
第 27 条 （初期導入、設定、構築およびカスタマイズ） 
本サービスの利用開始にあたり、標準サービスに対する有償の初期導入、設定、構築作業のため別途有償契約を締結する必要があります。
標準サービスで提供していないユーザー固有の機能要件が発生した場合、その機能追加のためにユーザーとサービス提供者で内容を協議
し、実現可否を確認した上で、別途有償にて個別契約を締結することができます。 

 
第 28 条 （運用と保守） 
本サービスには、標準サービスで提供される機能について、以下の標準運用・保守サービスを含みます。 
カスタマイズされた機能に対する運用・保守サービス、または標準運用・保守サービスの範囲を超えるサービスをユーザーが希望する場
合、別途有償にて個別契約を締結するものとします。 
 
< 標準運用・保守サービスの対象範囲と作業内容 > 

A）運用監視（本サービスインフラ稼働監視およびアプリケーション稼働監視） 
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B）障害時対応（対象は CISアプリケーション） 
C）運用・操作のお問い合わせ対応 

対応時間帯：平日 9 時 30 分～17 時 30 分（サービス提供者の休業日を除く) 
対応方法：メールもしくはサービス提供者指定のツール 

 
第 29 条 （通知） 
サービス提供者は、サービス提供者へ開示されたユーザーの連絡先（メールアドレス、住所等を指しますが、この限りではありません）に
対し、各種情報を通知することができます。 
また、ユーザーは、提案、アイデア、フィードバック、勧告または他の情報に関する事項につき、サービス提供者の下記の連絡先に通知
（サービス提供者が現実に受領したときに通知がなされたものとみなします）することができます。 
 

ユニファイド・サービス株式会社 
〒105-0004 東京都港区新橋 5-1-9 銀泉新橋第 2 ビル 8 階 
メール：cis_support@unisrv.jp 

 
第 30 条 （秘密保持） 
1. ユーザーは、本契約に際して、又は本サービスの利用上知り得たサービス提供者の技術上、営業上の一切の情報（以下、「秘密情

報」という）を秘密として保持するものとし、本契約有効期間中のみならず、本契約終了後もサービス提供者の事前の承諾を得るこ
となく、本サービスの利用以外の目的に使用してはならず、また第三者に開示又は漏洩しないものとします。但し、次の各号の一に
該当する情報については、この限りではありません。 
1) サービス提供者から開示又は提供を受けたときに、ユーザーが既に保有していた情報 
2) サービス提供者から開示又は提供を受けたときに、公知であった情報 
3) サービス提供者から開示又は提供を受けた後に、ユーザーの責によらないで公知となった情報 
4) 正当な権原を有する第三者からユーザーが秘密保持義務を負うことなく正当に取得した情報 
5) サービス提供者から開示又は提供を受けた秘密情報によることなく、ユーザーが独自に開発した情報 

 
2. ユーザーは、本サービスの利用のために秘密情報を知る必要のある自らの役員及び従業員（以下「従業員等」という）に対し、秘密

情報を開示することができるものとします。この場合、ユーザーは、当該従業員等に対して本契約におけるものと同様の秘密保持義
務を遵守させ、その行為についてサービス提供者に対し一切の責任を負うものとします。 

3. ユーザーは、本契約終了時又はサービス提供者の要求があった場合、秘密情報を含む資料、記録媒体及び電磁的データのすべてにつ
いて、サービス提供者の指示に従い直ちに、サービス提供者に返還し、又は秘密情報が漏洩しない形で廃棄若しくは記録媒体から秘
密情報を抹消しなければならないものとします。 

4. 本条の規定は、本契約終了後も有効に存続するものとします。 
 
第 31 条 （個人情報保護方針、情報セキュリティポリシー） 
サービス提供者によるユーザーがサービス提供者に提供した個人情報（個人情報の保護に関する法律第２条第１項に定める「個人情報」を
意味します。）の取扱いについては、サービス提供者が定める個人情報保護方針及び情報セキュリティポリシーの定めによるものとし、ユ
ーザーはこの個人情報保護方針及び情報セキュリティポリシーに従ってサービス提供者がユーザーから提供された個人情報を取扱うことに
ついて本人から同意を取得するものとします。 
サービス提供者の個人情報保護方針、情報セキュリティポリシーは、それぞれ以下の URL からご覧いただけます。 
 
個人情報保護方針 
https://unisrv.jp/docs/privacy-policy.php 
情報セキュリティポリシー 
https://unisrv.jp/docs/security-policy.php 
 
第 32 条 （反社会的勢力の排除）  
１． サービス提供者及びユーザーは、自らが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴

力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団又はこれらに準ずる者（以下「反社会的勢力」という）に該当
せず、反社会的勢力と以下の各号のいずれかに該当する関係を有しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約
する。  
1) 反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき  
2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき  
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3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を 
利用したと認められるとき  

4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められるとき  
5) その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき  

 
２． サービス提供者及びユーザーは、自ら又は第三者を利用して、暴力を用いる不当な要求行為、脅迫的な言動、 風説の流布、偽計又は

威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は業務を妨害する行為その他これらに準ずる行為を行わないことを確約する。  
３． サービス提供者及びユーザーは、相手方が前各項に違反し、又は第１項の規定に基づく表明及び確約に関して虚偽の申告をしたこと

が判明し、取引の継続が不適切である場合、本契約又は個別契約を解除することができる。 
４． 本条により本契約又は個別契約を解除された当事者は、かかる契約解除を理由として、相手方に損害賠償請求その他名目の如何を問

わず何らの請求もできないものとする。 
 
第 33 条 （存続規定） 
第 3 条から第 5 条まで、第７条から第 26 条まで、第 30条から第 34 条までの規定は利用契約の終了後も有効に存続するものとします。 
 
第 34 条 （一般） 
本規約は、サービス提供者とユーザーとの間の契約であり、いかなる法域の抵触法の規定にかかわらず、日本法に準拠するものとします。
本規約または本サービスに関連する紛争、訴訟、請求および訴因は、東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 
尚、本規約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、サービス提供者とユーザーは双方誠意をもって協議し、円満に解決を図る
ものとします。また、本サービスに付随してサービス提供者とユーザーが別途締結した個別契約の規定が、本規約と齟齬がある場合には、
その個別契約の規定が本規約に優先して適用されるものとします。 
 

 
 
 

2026 年 1 月 1 日改訂 
ユニファイド・サービス株式会社 

 
 
 
 
 
 
 

 


